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県 政 報 告 会 の ご 案 内

■１０月１３日(水)  １８時００分～

有福温泉地域コミュニティ交流センター

■１０月１４日(木) １８時００分～

松平地域コミュニティ交流センター

■１０月１５日(金)  １８時００分～

塩 風 館

ご来場にあたってのご注意点

● 感染症対策として、席の間隔を十分に
とり、換気と消毒を行い、開催します。

● ご来場の際は、マスクの着用をお願い
します。せきや発熱などの症状がある
方は、ご来場をお控え願います。

ご挨拶

９月県議会は10月８日に最終日を迎え、新型コロナウイルス感染症や７月・８月
の大雨被害に対応するため編成された補正予算等の諸議案が可決され、閉会し
ました。
質問戦では、23名の議員が質問に立ち、大雨・台風被害の災害復旧や新型コ
ロナの影響を受ける県内事業者に対する支援等を中心に、論戦を展開しました。
特に、飲食店向けの給付金では、私を含め多くの議員が支給要件が厳しすぎるこ
とや業種の拡大などを求めた結果、要件の緩和とすべての業種を対象とした給付
金制度の創設が追加提案され、可決されました。
また、島根原子力発電所対策特別委員会が設置され、２号機の再稼働の判断
に係る事項の調査が始まったほか、決算特別委員会では、令和2年度決算につ
いて審査がスタートしました。それぞれ、原発の安全性・必要性と予算執行や各
事業が適切かつ効果的に行われているかなど、しっかり議論・審査していきます。

● 令和３年度一般会計補正予算（第５号/第６号/第７号）

新型コロナウイルス感染症対策及び7月・８月の大雨・台風による被害対策などとして
早急に対応すべきものとして、総額51８億円を計上

● 特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法の期限延長に関する意見書

治山、砂防、農地改良など県土の保全や農業生産力の向上に多大な成果をあげている
同法の期限延長を要望するもの

● 防災・減災、国土強靭化を含む地方の社会資本整備の推進を求める意見書

江の川流域の治水事業の加速化など地域の課題・実態に鑑み必要な予算を重点配分
すること等を求めるもの

● 米の需給改善及び価格の安定に向けた対策を求める意見書

米政策の基本である需要に応じた生産が徹底されるよう国の働きかけを強化する
こと等を求めるもの

９月補正予算の主な補正内容

９月県議会 こんなことが決まりました

事業名 金額 事業内容

ワクチン接種支援事業 １４億5,000万円 市町村のワクチン接種を支援するため、診療所・病院に対し、接種費用を上乗せして助成

新型コロナ感染症対策調整費 ９億4,000万円 緊急に対応が必要な支出に備え、枠予算（10億円）を復元するもの

医療提供体制の継続確保 ７１億5,523万円 入院患者の受入病床の確保やPCR検査等の実施体制の確保など、下半期分を予算措置

大雨による被害対策（公共事業） ２８５億5,661万円 大雨被害の災害復旧（245億円）、今後の災害への備え（４０億円）

事業継続特別給付金 ６億6,700万円 現行制度の要件を緩和した給付金を追加、中小企業者等を支援する給付金を創設

飲食需要回復・拡大支援事業 3億3,750万円 ＧｏＴｏＥａｔキャンペーンしまね食事券の発行組数を増冊するもの

浜田港への緊急対策支援事業 3,262万円 世界的なコンテナ需要ひっ迫や船運賃高騰への対応として、浜田市と協調して支援を実施

しまね海洋館の感染防止対策 2,211万円 感染拡大防止のため、自動改札システムを整備するもの

県内経済回復と災害復旧に総額518億円の補正予算を措置
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一般質問

９月県議会では、一般質問を行い、５項目の
質問を行いました。今回は、そのうちの３項目
について紹介し、残りの２項目については次号
VOL.1８にて紹介させていただきます。江の川
沿川における内水氾濫対策では、排水ポンプ車
の購入を検討するとの答弁がありました。早期
の購入、配備を引き続き求めていきます。

大雨被害と江の川下流域治水対策について

被災地を訪問した所感と江の川下流域治水対策への決意を伺う。

丸山知事 被災者から直接話を伺い、早期対策の必要性をよ
り強く認識した。国交省中国地方整備局に対し、早期実施と
内水氾濫対策の強化を強く求めたところ。国交省本省にも同
様の要望を行いたいと考えている。県管理河川については概
ね10年間で完成を目指し、重点的に整備を進めていく方針。

谷住郷地区における排水ポンプ車の出動要請基準と稼働指示
はどうだったのか。また、今後ポンプ車が遅滞なく迅速に稼
働できる体制づくりについて所見を伺う。

土木部長 谷住郷地区における排水ポンプ車の出動要請基準
については、小谷川の排水樋門を閉鎖した後に、江津市が内
水による浸水のおそれがあると判断した時点で、浜田河川国
道事務所に対し出動要請が行われると伺っている。稼働指示
については、小谷川に隣接する土地の浸水が始まる直前に江
津市から稼働要請が行われ、その要請を受け、浜田河川国道
事務所において排水作業が必要かどうかを判断し、委託業者
へ稼働指示が行われると伺っている。
県としては、今回の内水氾濫を踏まえ、浸水被害の状況や

排水ポンプ車の出動及び稼働状況を検証した上で排水作業を
適切に実施できるよう、国や江津市と考えていく。

八戸川の堤防がかさ上げされた小田地区では、内水の影響に
よる家屋浸水の懸念もあることから、県管理河川である八戸
川の内水対策の強化が必要ではないか。

丸山知事 江の川沿川は内水氾濫が発生しやすい特徴があり、
今後も内水氾濫のおそれが強い江の川沿川において、実施可
能な対応として、排水ポンプ車の購入を検討していきたい。

防災集団移転促進事業による地域全体での移転に向けた合意
は高いハードルと考えるが、本事業でカバーできない部分に
ついてはどのように支援していくのか。

土木部長 防災集団移転促進事業支援交付金は、事業主体と
なる市町が財政負担を理由に実施をためらうことがないよう、
市町負担の一部を支援する制度。防災集団移転は、市町が地
域住民の意向を伺いながら事業実施を検討されるものであり、
交付金によりどの程度実施に直接結びつくかは分からない。
事業実施を検討する市町に対し、引き続き支援を行ってい

きたい。また各地域では、合意形成に向けて話合いが持たれ
ることになるが、議員御指摘の住民合意が調わなかった場合、
地域振興部とも連携しながら国や市町とよく相談し、どのよ
うな対応ができるか検討していきたい。

計画的な河川の掘削・浚渫について

江の川本川における樹木伐採及び河道掘削の状況と今後の見通
しについて伺う。

土木部長

今後も江の川本川の堤防整備に合わせて掘削されると伺っている。
堤防整備などの早期実施に併せて国に要望していきたい。

県管理河川の樹木伐採及び浚渫に係る近年の予算の推移は。

土木部長

予算額が大幅に増額となっているのは、政府の国土強靱化予算や
経済対策の補正予算によるもの。

市町村や地域が浚渫を望むものについて総点検を行い、緊急
浚渫推進事業を最大限活用しながら計画的に河川の浚渫を行
い、周辺住民の不安を取り除くべきと考えるが、所見を伺う。

土木部長 地域の要望については、毎年市町村を通じて幅広
く承っており、実施に当たっては、河川内の土砂の堆積状況
や樹木の繁茂状況を確認し、治水上の緊急性や重要性、地域
からの要望などを総合的に判断しながら優先順位をつけ、順
次実施している。限られた予算の中で全ての要望に応えるこ
とは困難だが、政府の国土強靱化予算や緊急浚渫推進事業を
活用しながら、地域の要望に応えられるよう努めていく。

苦境に立つ飲食店等の支援ついて

飲食店事業継続特別給付金のこれまでの相談及び申請、支給状
況をどのように分析しているか。

商工労働部長 申請件数は、最終的に1,300件程度、店舗数では
1,500店程度になると見込んでいる。制度の創設時点では、約
4,000店舗が該当すると想定していたが、現在の申請状況等を
踏まえると、実態と乖離があると分析している。

支給要件緩和や飲食店の売上減少に連動する事業者などへの対
象範囲の拡大や、申請手続について一層の簡略化ができないか。

商工労働部長 想定と実態に乖離があり、より多くの飲食店に支
援が行き渡るように要件の見直しを検討している。地方創生臨時
交付金の追加配分が決定したので、他の業種への拡大も含め、必
要な支援について検討している。
申請手続の簡略化については、不正受給の問題等を踏まえ、売
上状況を確認するものに加えて、店舗の営業状況などを確認する
ものなど提出書類が多くなっていることを御理解いただきたい。

９月県議会 一般質問の項目

１．令和３年大雨被害と江の川治水

２．計画的な河川の掘削・浚渫

３．苦境に立つ飲食店等の支援

４．コロナ禍の教育活動

５．秩序ある海浜等の利用について

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

２．８億円 １３億円 １２億円 ３．８億円

年度 地 区 事業費 掘削量

Ｒ１ 金田町千金 ２．２億円 約３．５㎥

Ｒ２ 金田町千金/桜江町大貫他 ８．９億円 約１６．５㎥

Ｒ３ 川平町赤栗 ― 約２万㎥

防災集団移転促進事業支援交付金事業とは？

住民の生命等を災害から保護するため、住民の居住に適当でな
いと認められる区域内にある住居の集団的移転を促進すること
を目的として、市町村が行う住宅団地の整備等に対し、事業費
の一部を補助するもの。


